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回次
第49期

中間連結会計期間
第50期

中間連結会計期間
第49期

会計期間

自2023年
12月１日
至2024年
５月31日

自2024年
12月１日
至2025年
５月31日

自2023年
12月１日
至2024年
11月30日

売上高 （千円） 3,126,266 3,335,989 6,342,509

経常損失（△） （千円） △285,091 △18,958 △614,400

親会社株主に帰属する中間（当

期）純損失（△）
（千円） △320,531 △46,722 △672,018

中間包括利益又は包括利益 （千円） △136,985 88,857 △665,285

純資産額 （千円） 5,430,298 4,990,855 4,901,998

総資産額 （千円） 15,051,133 12,168,901 13,513,592

１株当たり中間（当期）純損失

（△）
（円） △51.88 △7.56 △108.78

自己資本比率 （％） 36.1 41.0 36.3

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △298,242 323,950 △251,334

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 140,979 △460,551 △21,156

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △212,089 △1,373,135 △1,024,140

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 5,711,743 3,261,167 4,667,274

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間（当期）純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社においても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生したリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

（継続企業の前提に関する重要事象等）

　当社グループは、2024年11月期において、２期連続で営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計

上しております。また、２期連続で営業キャッシュ・フローのマイナスも計上しております。また、一部の取引金融

機関からの借入金については、現時点では期限の利益の喪失に係る条項を適用する旨の通知を受けていないものの財

務制限条項に抵触しております。当該事象により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる事象又は状況が存在し

ております。

　当該状況を解消するため当社グループは、以下の対応策を実施いたします。

　①業務人員の縮小、賞与削減による人件費及びその他経費削減

　②製造コスト低減した新製品開発及び販売による売上総利益率の改善

　③売価値上げによる売上総利益率の改善

　④役員報酬の返上

　また、資金繰りについては、現金及び預金残高は3,504,287千円と十分であることに加え、上記対応策による早期

の黒字化を計画しており、さらに各取引金融機関には今後の計画及び上記対応策の実施に関する説明と進捗に関する

適時の報告を実施することで、継続的な交渉を行っており、今後１年間の資金繰りに懸念はないと判断しておりま

す。

　以上のことから、継続企業の前提に関して重要な不確実性は認められないと判断しております。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の状況

　当中間連結会計期間（2024年12月１日～2025年５月31日）における当社グループは、前年同期比にて増収、営業

損失、経常損失、親会社株主に帰属する中間純損失とも損失の額が縮小しました。自動認識業界の世界的な状況と

しては、部品価格が上昇する一方、顧客の設備投資の抑制等により需要が減少していること等から、厳しい状況が

続いておりましたが、国内の一部顧客から受注が入り始めるなど、主要顧客の在庫調整に改善の兆しが見られる状

況となっております。

　当中間連結会計期間の売上高は、33億35百万円（前年同期比6.7％増）となりました。

　セグメントの内訳を示しますと、日本では15億72百万円（前年同期比18.3％増）、米国は６億32百万円（前年同

期比2.2％減）、欧州・アジア他は11億30百万円（前年同期比1.7％減）となりました。

　日本国内においては、一部の大口顧客から受注が入ったことなどから、売上は前年同期比で大幅な増となりまし

た。米国及び欧州・アジア他においては、業界不況のあおりを受け、さらに在庫調整が続いていることなどによ

り、前年度比で売上減となりました。

　利益面では、営業損失が88百万円（前年同期は２億21百万円の営業損失）となりました。主な要因は、原材料価

格上昇による粗利減少により売上総利益が31百万円減少した一方、コスト削減により販売費及び一般管理費が１億

64百万円減少したことなどによるものです。

　また、経常損失が18百万円（前年同期は２億85百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する中間純損失が46百万

円（前年同期は３億20百万円の親会社株主に帰属する中間純損失）となりました。主な要因は、為替差損益が計１

億21百万円改善したことによるものです。

　なお、当中間連結会計期間においての為替レートは、１ドル＝152.70円、１ユーロ＝161.48円で算出しておりま

す。

（2）財政状態の分析

　当中間連結会計期間末の総資産は121億68百万円となり、前連結会計年度末と比較して13億44百万円減少いたしま

した。主な要因は、現金及び預金の減少11億97百万円、商品及び製品の減少２億98百万円等により流動資産が13億

53百万円減少したことによるものであります。

　負債は71億78百万円となり、前連結会計年度末と比較して14億33百万円減少いたしました。主な要因は、短期借

入金の減少１億19百万円、１年内返済予定の長期借入金の減少３億21百万円等により流動負債合計が５億１百万円

減少したこと、長期借入金の減少９億31百万円等により固定負債合計が９億31百万円減少したことによるものであ

ります。

　なお、純資産は49億90百万円となり、前連結会計年度末と比較して88百万円増加いたしました。主な要因は、為

替換算調整勘定の増加１億35百万円等によるものであります。
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（3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較して14

億６百万円減少し、当中間連結会計期間の期末残高は32億61百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは３億23百万円の収入（前年同期は２億98百万円の支出）となりました。主

な要因は、棚卸資産の減少３億89百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは４億60百万円の支出（前年同期は１億40百万円の収入）となりました。主

な要因は、有価証券の取得による支出７億１百万円、有価証券の償還による収入２億23百万円等によるものであり

ます。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは13億73百万円の支出（前年同期は２億12百万円の支出）となりました。主

な要因は、長期借入金の返済による支出12億52百万円等によるものであります。

（4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当中間連結会計期間において、会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定に重要な変更はありません。

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、新たに発生した優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題はありません。

（6）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。

（7）研究開発活動

　当中間連結会計期間における研究開発活動の金額は、１億55百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（2025年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年７月11日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,578,000 6,578,000
東京証券取引所

スタンダード市場

（注）

単元株式数　100株

計 6,578,000 6,578,000 － －

②【発行済株式】

　（注）普通株式は、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

2024年12月１日～

2025年５月31日
－ 6,578,000 － 942,415 － 219,136

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2025年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

俵　政美 埼玉県川口市 1,180,100 19.10

株式会社俵興産 埼玉県川口市芝中田1-5-11 613,600 9.93

秋元　利規 東京都小平市 325,000 5.26

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 217,574 3.52

楽天証券株式会社 東京都港区南青山2-6-21 214,700 3.48

佐野　史和 神奈川県川崎市麻生区 126,000 2.04

神尾　尚秀 Hoofddorp, The Netherlands 120,000 1.94

二反田　静太郎 兵庫県西宮市 100,000 1.62

HMG JAPAN FUND

（常任代理人 香港上海銀行東京支店）

2 RUE DE LA BOURSE,75002 PARIS

（東京都中央区日本橋3-11-1）
69,000 1.12

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社
東京都千代田区大手町1-9-7　大手町フ

ィナンシャルシテイサウスタワー
63,600 1.03

計 － 3,029,574 49.04

（５）【大株主の状況】

（注）上記のほか、自己株式が 400,048株あります。
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2025年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 400,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,168,500 61,685 －

単元未満株式 普通株式 9,500 － －

発行済株式総数 6,578,000 － －

総株主の議決権 － 61,685 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。

2025年５月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社オプトエレクト

ロニクス

埼玉県蕨市塚越４－12

－17
400,000 － 400,000 6.08

計 － 400,000 － 400,000 6.08

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年12月１日から2025年５月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、三優監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(2025年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,701,792 3,504,287

受取手形及び売掛金 ※２ 1,566,514 ※２ 1,623,167

有価証券 354,626 484,703

商品及び製品 2,216,893 1,918,072

仕掛品 135,413 120,632

原材料及び貯蔵品 1,568,542 1,519,924

その他 316,112 336,533

貸倒引当金 △23,476 △24,509

流動資産合計 10,836,418 9,482,811

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,327,435 1,300,360

機械装置及び運搬具（純額） 182,287 224,082

工具、器具及び備品（純額） 108,313 141,621

土地 554,178 554,178

リース資産（純額） 1,606 1,305

建設仮勘定 79,861 46,808

有形固定資産合計 2,253,683 2,268,357

無形固定資産

その他 270,393 264,510

無形固定資産合計 270,393 264,510

投資その他の資産

投資有価証券 8,000 8,165

繰延税金資産 1,991 1,973

その他 143,104 143,083

投資その他の資産合計 153,096 153,221

固定資産合計 2,677,173 2,686,089

資産合計 13,513,592 12,168,901

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(2025年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 369,712 ※２ 374,382

短期借入金 ※１ 243,349 ※１ 123,351

１年内返済予定の長期借入金 2,363,949 2,042,376

未払法人税等 31,124 41,921

賞与引当金 － 32,899

訴訟損失引当金 853,000 814,000

その他 486,646 416,887

流動負債合計 4,347,781 3,845,817

固定負債

長期借入金 4,220,376 3,289,147

リース債務 1,215 862

繰延税金負債 32,537 32,374

その他 9,683 9,844

固定負債合計 4,263,812 3,332,228

負債合計 8,611,594 7,178,046

純資産の部

株主資本

資本金 942,415 942,415

資本剰余金 219,136 219,136

利益剰余金 2,866,913 2,820,191

自己株式 △212,442 △212,442

株主資本合計 3,816,023 3,769,300

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,501 4,666

為替換算調整勘定 1,081,473 1,216,887

その他の包括利益累計額合計 1,085,974 1,221,554

純資産合計 4,901,998 4,990,855

負債純資産合計 13,513,592 12,168,901
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2023年12月１日
　至　2024年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年12月１日
　至　2025年５月31日)

売上高 3,126,266 3,335,989

売上原価 1,794,301 2,035,539

売上総利益 1,331,964 1,300,449

販売費及び一般管理費 ※ 1,553,424 ※ 1,389,366

営業損失（△） △221,460 △88,916

営業外収益

受取利息 30,879 46,263

為替差益 － 45,709

受取賃貸料 6,616 8,762

その他 1,778 2,189

営業外収益合計 39,274 102,925

営業外費用

支払利息 26,475 32,768

為替差損 75,413 －

固定資産除却損 705 197

支払手数料 310 －

その他 0 0

営業外費用合計 102,906 32,966

経常損失（△） △285,091 △18,958

税金等調整前中間純損失（△） △285,091 △18,958

法人税、住民税及び事業税 12,458 27,844

法人税等調整額 22,980 △79

法人税等合計 35,439 27,764

中間純損失（△） △320,531 △46,722

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △320,531 △46,722

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2023年12月１日
　至　2024年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年12月１日
　至　2025年５月31日)

中間純損失（△） △320,531 △46,722

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,766 165

為替換算調整勘定 181,779 135,414

その他の包括利益合計 183,545 135,579

中間包括利益 △136,985 88,857

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △136,985 88,857

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2023年12月１日
　至　2024年５月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年12月１日
　至　2025年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △285,091 △18,958

減価償却費 77,838 80,180

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,109 656

賞与引当金の増減額（△は減少） 61,382 32,899

受取利息及び受取配当金 △30,991 △46,378

支払利息 26,475 32,768

為替差損益（△は益） 59,347 △47,439

固定資産除売却損益（△は益） 705 197

売上債権の増減額（△は増加） 244,967 △46,430

棚卸資産の増減額（△は増加） △210,236 389,453

仕入債務の増減額（△は減少） △147,658 20,555

その他 △103,926 △146,718

小計 △301,077 250,787

利息及び配当金の受取額 27,029 40,595

利息の支払額 △26,767 △32,208

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △30,269 36,333

補助金の受取額 32,842 28,442

営業活動によるキャッシュ・フロー △298,242 323,950

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △240,945 －

定期預金の払戻による収入 10,000 100,000

有価証券の取得による支出 － △701,181

有価証券の償還による収入 445,748 223,956

有形固定資産の取得による支出 △119,317 △133,326

無形固定資産の取得による支出 △4,505 －

拘束性預金の払戻による収入 50,000 50,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 140,979 △460,551

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △19,998 △119,998

長期借入れによる収入 1,250,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,439,726 △1,252,802

リース債務の返済による支出 △2,365 △335

財務活動によるキャッシュ・フロー △212,089 △1,373,135

現金及び現金同等物に係る換算差額 93,449 103,628

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △275,902 △1,406,107

現金及び現金同等物の期首残高 5,987,645 4,667,274

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 5,711,743 ※ 3,261,167

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第

20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸

表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から

適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度について

は遡及適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中

間連結会計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（追加情報）

（財務制限条項）

　当社グループの一部借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）891,952千円については、純資産及び利

益等に関する一定の条件（契約ごとに条項は異なります）に抵触した場合には期限の利益を喪失する財務制限

条項が付されており、前連結会計年度末において当該財務制限条項に抵触しました。現時点では期限の利益を

喪失する条項を適用する旨の通知を受けておりません。

前連結会計年度
（2024年11月30日）

当中間連結会計期間
（2025年５月31日）

当座貸越極度額 94,121千円 44,960千円

借入実行残高 43,349 23,351

差引額 50,772 21,609

前連結会計年度
（2024年11月30日）

当中間連結会計期間
（2025年５月31日）

受取手形 17,267千円 23,915千円

支払手形 － 561

（中間連結貸借対照表関係）

※１　当座貸越契約

　当社及び連結子会社において運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結して

おります。この当座貸越契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

※２　中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形が中間連結

会計期間末日残高に含まれております。
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　前中間連結会計期間
（自　2023年12月１日

　　至　2024年５月31日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年12月１日

　　至　2025年５月31日）

従業員給与 460,054千円 437,040千円

研究開発費 177,890 155,323

貸倒引当金繰入額 2,744 5,317

賞与引当金繰入額 19,310 8,873

支払手数料及び業務委託料 166,190 132,718

（中間連結損益計算書関係）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自　2023年12月１日

至　2024年５月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年12月１日

至　2025年５月31日）

現金及び預金 5,555,422千円 3,504,287千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △244,860 △243,120

拘束性預金 △50,000 －

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資（有価証券）
451,181 －

現金及び現金同等物 5,711,743 3,261,167

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年12月１日　至　2024年５月31日）

該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年12月１日　至　2025年５月31日）

該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）1

中間連結
損益計算書

計上額
(注）2

日本 米国
欧州・アジア

他
合計

売上高

顧客との契約から生じる収益 1,329,007 647,148 1,150,109 3,126,266 － 3,126,266

(1）外部顧客への売上高 1,329,007 647,148 1,150,109 3,126,266 － 3,126,266

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
202,250 1,609 20,504 224,364 △224,364 －

計 1,531,257 648,758 1,170,614 3,350,631 △224,364 3,126,266

セグメント損失（△） △49,446 △126,851 △101,008 △277,306 55,846 △221,460

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）1

中間連結
損益計算書

計上額
(注）2

日本 米国
欧州・アジア

他
合計

売上高

顧客との契約から生じる収益 1,572,392 632,965 1,130,631 3,335,989 － 3,335,989

(1）外部顧客への売上高 1,572,392 632,965 1,130,631 3,335,989 － 3,335,989

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
387,923 2,757 89 390,770 △390,770 －

計 1,960,316 635,722 1,130,720 3,726,759 △390,770 3,335,989

セグメント利益又は損失（△） 98,663 △124,192 △60,326 △85,855 △3,061 △88,916

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年12月１日　至　2024年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　（注）1.セグメント損失（△）の調整額は、セグメント間の取引消去であります。

2.セグメント損失（△）は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年12月１日　至　2025年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　（注）1.セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間の取引消去であります。

2.セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

前中間連結会計期間
（自　2023年12月１日

至　2024年５月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年12月１日

至　2025年５月31日）

１株当たり中間純損失（△） △51円88銭 △7円56銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（千円）
△320,531 △46,722

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失

（△）（千円）
△320,531 △46,722

普通株式の期中平均株式数（株） 6,177,952 6,177,952

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年７月11日

株式会社オプトエレクトロニクス

取 締 役 会 御　中

三 優 監 査 法 人

東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 吉　川　　秀　嗣

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 佐　伯　　洋　介

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オプト

エレクトロニクスの2024年12月１日から2025年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年12月１日から

2025年５月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利

益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社オプトエレクトロニクス及び連結子会社の2025年５月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
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　（注）　１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・  中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・  中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
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